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はじめに 

 

日本の経済社会は、世界に伍する技術力と、その技術力を支える人材によって発展を

遂げてきました。資源に乏しい我が国では、質の高い労働力こそが、国力の源泉、経済発

展の基盤です。 

近年における経済のグローバル化や、中国をはじめとする東南アジア諸国の成長は、

アジアでの巨大な需要の創出や海外進出など企業戦略の選択肢を増やす一方で、国際競争

の激化を意味します。このような労働市場をめぐる著しい環境の変化に対応するためにも、

国際競争力を有する人材育成を図ることはますます重要となります。 

国内の状況を顧みると、少子高齢化の進展は、労働市場も含めた社会全体に大きな影

響を与えています。労働人口の減少する社会において、活力ある経済社会を構築するため

にも、職業能力形成機会の乏しい非正規労働者をはじめ、若年者、女性、高齢者、障がい

者を含め、全ての働く人々の能力を高めることが不可欠といえます。 

 

人材育成にあたっては、社員に求める職業能力を分類・整理し、能力評価の基準を明

確にすることで、社員個々が有する能力を的確に評価することが可能になります。これに

より企業の有する職業能力が「見える化」され、過不足の無い組織的・体系的な人材育成

（研修・職業訓練・OJT・Off-JT 等）の計画と実施が可能になります。 

 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構では、企業の人材育成の取り組みを支

援するため、平成 11 年度から産業団体や企業等と連携を図り、産業分野や業種毎に「職

業能力の体系」の整備を進めて参りました。これら整備された「職業能力の体系」は、

個々の企業における人材育成に活用いただくほか、PDCA サイクルに基づいた公共職業訓

練の質保証や水準維持・向上のための基礎データとして活用しています。 

 

 本資料は、一般社団法人 日本包装機械工業会の協力を得て見直したものです。業界団

体や企業におかれましては、この体系を活用いただき、益々の人材育成環境を整えていた

だくことを期待します。 

 

最後に、本調査研究を進めるにあたり、ご協力いただいた一般社団法人日本機械工業

連合会をはじめとする関係各位に対し、心より感謝を申し上げます。 

 
 
 

  2016 年３月                      

職業能力開発総合大学校  
基盤整備センター 

                          所 長 山口 紀博 
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